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はじめに

　この論文の目的は，精神障害のある人たちの就労に必要と考えられている

職業準備性について，職業リ・・ビリテーション活動の全体からその位置づけ

について検討すること，そして，精神障害のある人たちの障害特性から，こ

れまでの職業リハビリテーションにおける職業準備性についての概念を再検

討し，新たな視点の方向性を考察していくことである。
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　本研究の問題意識は以下のとおりである。

　筆者のこれまでの就労支援の経験の中で，地域障害者職業センター（以下，

職業センターという）の職業評価を受けた小規模作業所（以下，作業所という）の

利用者のほとんどは，就労にむけての基本的な能力が不十分であるという結

果を受けた。それは，利用者本人には「今のあなたでは無理です。もう少し

作業所で訓練を受けてください。」というメッセージを受け取ることとなっ

た。

　そしてそれはいつまでも就労にむけての基本的な能力の獲得というノ・一ド

ルを越えることができず，先の見えない道のりを招くことになった。

　このことは，「多くの施設は，職業に関してはまだまだ前段階のトレーニ

ングに力を入れている。特に精神障害者の場合は，働くことに動機付けが極

めて弱いとか，職業準備性のためのトレーニングを段階的に積まなければ一

般雇用に結びつかないという仮説的な論議の中で，施設での訓練が日々行わ

れている実態にある。」1）という指摘とも重なる。

　一方，作業所利用者の就労希望ということでいえば，作業所の利用期間が

長い人ほど就労希望の声はトーンダウンし，作業所を利用する目的が曖昧に

なっていく傾向がある。このことからも就労への意欲を維持できるために

は，作業所と就労支援にかかわる関係機関における支援の継続性と連続性と

いう点に大きな課題があると考えている。

　このような問題意識を背景として考察をすすめていきたい。

　なお，ここでは，雇用関係のある就労を「就労」，作業所など福祉施設で

の就労を「福祉的就労」とする。また，精神障害者，障害者，精神薄弱者と

いう表記は，引用した文献・資料に記載されているものについては，そのま

まの表記とした。
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第1章職業リハビリテーションの概念

第1節職業リハビリテーションの変遷と定義

　1983年にILO（国際労働機関）は，「障害者の職業リ・・ビリテーション及び

雇用に関する条約」（第159号条約）と「職業リハビリテーション及び雇用

（障害者）に関する勧告」（第168号勧告）を採択した。そこでの職業リハビリ

テーションの目的は，「障害者が適当な職業に就き，これを継続し及びその

職業において向上することを可能に，それにより障害者の社会における統合

又は再統合の促進を図ることにあると認める。」とある。

　また障害のある人たちとは，「正当に評価された身体的又は精神的障害の

ため，適当な職業に就き，これを継続し及び職業において向上する見通しが

相当に減少している者」とし，すべての種類の障害のある人たちについて適

用することとされた。

　それより以前の，職業リハビリテーションについて初めて国際的指針を示

した1955年「身体障害者の職業更生に関する勧告」（第99号勧告）と比較す

ると，「職業リハビリテーションの活動は，単に就職させることだけに焦点

を当てるのではなくて，その後の職業適応による継続的な雇用の維持にまで

及ぶことに言及したものである。」

　わが国における障害のある人たちの雇用に関する法律として，1960（昭和

35）年に「身体障害者雇用促進法」が制定された。その後1987（昭和62）年

に題名改正が行われ「障害者の雇用の促進等に関する法律」（以下，障害者雇

用促進法という）となった。

　障害者雇用促進法における職業リハビリテーションの原則は，その第8条

で「職業リハビリテーションの措置は，障害者各人の障害の種類及び程度並
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びに希望，適性，職業経験等の条件に応じ，総合的かつ効果的に実施されな

ければならない。」とされ，その第2項では「医学リハビリテーション及び

社会的リハビリテーションの措置との適切な連携の下に実施されるものとす

る」とされている。

　これらのことから，職業リハビリテーションは，以下の要素を含んだもの

であるといえるユ）。

　（1）総合リハビリテーションの一環である。

　（2）職業リハビリテーションサービスにより障害者の社会への統合（参

　　加）再統合を促進すること。

　（3）時間を限定したプロセスであること。

　松為は，職業リハビリテーションの定義と視点は，「職業人に限らず生活

面の役割にまで視野を拡大して，生涯を見通した発達段階における種々の役

割を自ら選択したり遂行できるように援助することにまで職業リハビリテー

ションの活動を拡大していくことが求められている」3）と述べており，職業

の継続と向上に焦点をあてるだけでなく，生活面までも含む広義の視点が必

要であることを指摘している。

　このことは，就労支援の実際においてもすでに共通の認識として定着しつ

つあると考えられる。わが国においては，1992（平成4）年に職業センター

で，米国の援助付き雇用をモデルとした「職域開発援助事業」が導入され

た。

　これは，職場定着のための人的保証として，事業所の従業員から選任され

た，作業技術面の指導援助を行う技術支援パートナーと，職業生活全般の支

援を行う生活支援パートナーとの2人の援助者によって，個別的に援助を行

うというものである。

　その後，2002（平成14）年に職場適応援助者事業（ジョブコーチ事業）も開始

された，この事業の目的とすることは，障害のある人たちの職場定着のため

に，一定期間職場に出向いて直接支援を行うものである。これは障害のある
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人たちだけでなく，事業主や他の従業員に対しても職場定着に必要な助言も

行う等，雇用する側への支援も含むものである。

　援助付き雇用とジョブコーチの関係については，第3章でふれていくが，

これらの事業の導入の意図は，障害のある人たちの就労には，単に職業技術

の習得だけではなく，それぞれの障害の特性から生じる職場定着における諸

課題に対して，例えば，人との関係のとり方や余暇の過ごし方，ストレスへ

の対処の仕方など，就労を継続していくための生活全般での支援の必要性が

認識されていることをふまえたものであると考える。

第2節職業リハビリテーションの対象としての

　　　　精神障害のある人たち

　1994（平成6）年に，「精神障害者の雇用に関する調査研究会最終報告　精

神障害者雇用のための条件整備の在り方について」4）が発表された。この研

究会は，「旧労働行政がやっと精神障害者を雇用支援の対象と定め，その課

題と支援策を確認したという意味では，画期的な研究会ではあった。」とい

われている5）。

　ここでは，5つの研究課題が提示されたが，その中で，精神障害のある人

たちに対する職業リハビリテーションの考え方についてまとめると以下のよ

うになる。

　（1）精神障害者は，青年期の発病，長期入院の影響により，社会経験，

　　就業経験が乏しく基本的労働習慣や生活上のスキノレが形成されていな

　　い場合が多い。

　（2）　医学的リハビリテーション後職業紹介に至る前に，職業能力の開発，

　　向上のための職業リノ・ビリテーションを実施し，上記スキルを形成し

　　ておくことが非常に重要である。

　（3）医療・保健・福祉機関におけるリハビリテーションのみでは，精神
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　　障害者の雇用は困難と考えられる場合が多い。

　（4）　精神障害者の雇用およびその継続の基礎は，「症状の安定」，「体力・

　　持久力」，「円滑な人間関係形成」であり，この部分に対しては医療・

　　保健・福祉機関におけるリハビリテーションにおいて十分な対応が必

　　要である。

　（5）職業リハビリテーションにおいては，その上に，「とっさの事態に対

　　する判断力」，「動作の機敏さ」，「作業能率」，「精神的なタフさ」を中

　　心に，これらの問題を軽減するための援助が必要である。

　そして，「精神障害者の職業リハビリテーションについては，『障害の態様

に応じた段階的な職業リハビリテーションの実施』が多くの労働機関（公共

職業安定所の57．7％，地域障害者職業センターの73．go／o）から望まれてい

る」ことが指摘されている6｝。

　一方，精神障害のある人の場合，「訓練して雇用へ」よりも「就労しなが

ら訓練を」という考え方に基づく実際の事業所における実践に即した職業リ

ハビリテーションが必要であるとの見方も同時に存在していることに注目し

たい。

　実際に，第1節で述べた「職域開発援助事業」については，調査研究会報告

においても一般雇用への円滑な移行が期待できると指摘されている。

　いわゆる段階的な方法をとる職業リハビリテーションと就労して訓練して

いくという方法をとる職業リハビリテーションという2つの考え方が存在し

ていることになるが，そのことについては，後でふれていくこととし，次章

では，職業リハビリテーションにおける職業準備性について検討していくこ

とにする。
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第2章職業リハビリテーション
　　　　　における職業準備性

第1節　職業準備性の概念

　わが国にて「職業準備性」という概念を提唱した研究として，1987（昭和

62）年に発行されたr精神薄弱者の職業準備に関する調査研究II』があげら

れる7）。この研究は，「以後の障害者職業センターへの職業準備訓練等に影

響を与えた。」8）。

　この研究の背景としては，知的障害のある人たちの雇用には身体障害のあ

る人たちと異なった困難な面があることから，「精神薄弱者の雇用・職業の

確保への動きに対応し，いかにすれば進展が可能かを模索することを念頭に

おいたものである。」そのためにまず，「精神薄弱者の就労の促進，継続，

職業のために必要な，または有益な一切の活動・措置等をとらえるために，

『職業準備性』の概念を仮説的に立て，その意味内容の理論的検討」の試み

を行うとしている。

　そこでの「職業準備」の概念は，「障害者の就労の促進・継続と安定した職

業生活確保に必要・有益な一切の障害者自身および関係者の予備的行為，活

動，措置ないし制度を含む広い概念としてとらえようとするものである。」9）

　そして，経験的知見により，職業準備の内容を3つの形態に分類，区別し

ている（表1参照）。

　この「職業準備」の概念や内容は，幼児期から中高年齢期に至るまでの「各

段階を通じての長期にわたる一貫的・体系的かつ総合的な雇用，職業上の能

力養成を予測するものである。」また，「職業準備」が障害のある人たちの側

からの準備だけでなく，事業主の側からの「受け入れ準備」，あるいは産業
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表1　高藤昭らによる「職業準備」の内容

1．基礎的職業準備

　職業に就くための最も基礎的な能力の取得を目的とするもの，

　Lr’身辺処理などの基本的な生活能力，習慣，態度の形成

　②　約束の遵守など社会的生活能力，習慣，態度の形成

2．一般的職業準備

　具体的な職業生活に入る前提として一般的に要求されていることがらを取得する

ための準備行為。

　1　職業意識の形成

　2　職業態度の形成（仕事に対する意欲など）

　③　労働習慣の形成

　4　職業知識等の取得

3．具体的職業準備

　職業を遂行できる具体的な能力の取得のための準備行為

　i　具体的職業能力の取得（特定技術，技能の取得等）

　2　職業選択（進路相談，職業相談なと）

出所）　前掲書・注7）p．2

全体さらには社会全体の「受け入れ準備」を導くものであるとも述べてい

る10）。

　これはすなわち，職業生活への移行には，障害のある人たちの個人条件だ

けでなく，環境条件への観点の重要性を指摘しているのである。

　松為は，「職業準備性」とは，「職業社会を構成する職業人としての役割を

果たすのに必要な，心理・行動的な条件が用意されている状態」11）と定義し

ている。

　こうした職業人としての心理・行動的な全体をワークパーソナリティある

いは職業個性と呼び，それを形成している条件が，職業準備性を規定するさ

まざまな条件に相当すると述べている。そして職業的な能力は，階層的な構

造として考えることが便利であるとして，それを以下の個人特性の階層構造

としてあらわした12）。
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　（1）社会生活の遂行：地域社会の中にあって役割を果たして日常生活を

　　行うのに必要とされる，最小限度の個人的な条件。

　（2）職業準備行動：どのような仕事に就いても共通して要請される，職

　　業人としての役割を遂行するのに必要な条件。

　（3）職務との適合1ある職業群や職務に就いてそれを維持する可能性を

　　明らかにするのに必要な情報。ある職務を遂行するうえでの必要条件

　　でもある。

　この考え方は，前述した高藤らが示した職業準備性の3つの形態と考え方

を同じくするものだということがわかる。しかしこれは，障害がある人たち

に限らず，誰にでも共通する個人特性の階層だといえるのではないだろう

か。

　では，職業リハビリテーションの対象となる人たち，すなわち障害のある

人たちの職業準備性については，どのように捉えたらよいのであろうか。

　高藤らは，「そしてこの中でも精神薄弱者については，精神薄弱者自身や

環境等との関係から能力取得が一般に不十分であるため，基礎的職業準備が

とくに必要である」13）とその特性について述べている。

　松為は，階層構造の社会生活遂行の諸能力を向上させることは，生活の安

定的な維持だけでなく，職場での生活維持においても不可欠な条件であるこ

と，そして精神障害のある人たちの職業準備性の条件として，職業準備行動

と社会生活遂行の領域が不可分の関係にあると述べている14）。

　これらのことから，障害のある人たちの就労においてまず求められる能力

は，高藤らの基礎的職業準備および一般的職業準備にあたり，松為の社会生

活遂行および職業準備行動にあたると考えられる。

　そして障害のある人たちの特性によって，課題の程度の違いがあり，その

特性に応じた支援が必要であるといえよう。
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第2節　精神障害のある人たちにおける

　　　　職業準備性について

　（1）職業リハビリテーションの対象となる精神障害のある人たち

　1994（平成6）年に障害者職業センターが報告した「障害者職業センターカ

ウンセラーへのヒアリング調査」15）において，精神障害のある人たちの全体

像と職業センターの位置づけについてのコメントが紹介されている。

　これによると，「3分の1説」というものがあり，精神障害のある人たち

の上位3分の1は，ほぼ回復して能力低下はさほどなく，服薬しつつ病気の

ことを隠してさまざまな分野で就労している層であり，職業センターにはこ

ない。下位3分の1は，入院か通院，家庭生活，共同作業所が限界で，この

層は医療レベルの対象と考えられる。そしてまん中の3分の1が，公共職業

安定所や職業センターに出入りしている層で，この層は，精神障害があるこ

とを第三者に隠せず，かつ能力の低下があることが特徴であるという。

　この区分についてだけでは，不明確な面があると思えるが，職業センター

とのかかわりといううえでの率直な意見として捉えることはできるであろ

う。

　野中は，精神障害のある人たちの職業リハビリテーションの対象を障害の

程度によって以下のように区分した16）。

　第1群は，障害が軽く，一定程度の医学的リハビリテーションを受けた後

には，継続的な医療だけで，ことさら職業リノ・ビリテーションの支援を必要

とせず，自力で就労する場合。

　第2群は，医学的なリハビリテーションの後に，職業準備の訓練や就労の

際に特別な支援を行えば就労が可能な群で，職業リハビリテーションの中核

群といえる。障害を開示して就労する場合もしない場合も含まれる。

　第3群は，医学的および職業リハビリテーションを実施しても，相当の支
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援を必要として，ごく短い就労か福祉的就労を選ばざるを得ない事例。これ

らも広義の職業リハビリテーションに含めている。

　第4群は，職業リハビリテーションという負荷に耐えられないほど障害が

重く，職業以外の活動を求めるほうが安全な場合。諦めがつくことを目標に

して，保護的な職業準備訓練を施行することもある。

　そして，上記の第2群が職業リノ・ビリテーションの対象の中心であると述

べ，この第2群に焦点を合わせた職業準備性について論じている。

　その中で，職業を維持するうえでもっとも重要な能力は，職業生活能力で

あり，さらに，職業以外の日常生活を安定してこなすこと，そして安定した

日常生活を維持するためには，疾病障害管理が不可欠であると述べている。

　また，「日常生活管理ができるレベルまでをr社会生活準備性（レディネ

ス）』，職業生活能力までをr職業準備性（レディネス）』と呼んで，おおま

かに職業リハビリテーションにおける達成度の目安とする」17）ことができる

と見ている。そして疾病障害管理から職務上の技能訓練の順で，一定度の能

力を積み重ねていく必要性を指摘している。（図1参照）

　A　　　　　　　　リハ

　　　　　　　　　図1　職業リハビリテーションの原則

出所）野中猛「第2章精神障害の特徴」野中猛・松為信雄編r精神障害者のための就

　　労支援ガイドブック』金剛出版　1998年　p．24

　では，就労可能な層と捉えられている人たちは具体的にどのような人たち

であろうか。障害者職業総合センター（以下，総合センターという。）では，

1992（平成4）年から「職業vディネス指導事業」（以下，vディネス事業という）
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を実施している。

　「これは雇用を前提とした職業リハビリテーションサービスにただちには

　なじめない精神障害者等に対して，必要な指導を行い，職業準備訓練等へ

　の円滑な移行を図ることを目的とした事業である。」18）

　そこでの対象者については，「原則として地域障害者職業センターにおい

て職業リハビリテーション計画でセクションII（必要な訓練や教育を受ける

ことにより，初めて職業に就くことが適当であると判断される者）と判断さ

れ，本事業を受けることにより，雇用を前提とした職業リノ・ビリテーション

サービスである職業準備訓練等への移行の可能性が認められる者としてい

る。」また併せて「1）働く意思を有する者であって，職業的自立の可能性

が認められる者であること，2）本人の主治医の意見書等により，症状が安

定し，レディネス事業に対応できると認められる者であること，3）職業セ

ンターへ通所可能な者であること，以上の項目にいずれも該当する者」とし

ている。

　上田は，レディネス事業でいう職業準備性の課題を次のようにあげてい

る19）。

　（1）一定の場所に定められた時間どおり継続して通所できること

　（2）基礎的な体力・健康の維持：作業を継続して行うための心身面の耐

　　性

　（3）職業生活を継続する上での基本的対人態度やマナー

　（4）集団場面に適応できる対人対応力

　（5）就職を進めるための具体的手だてや検討事項への理解

　（6）仕事や職場の理解，現実的な職業イメージの形成

　これらのことから，この課題がレディネス事業における達成目標であり，

その対象者ということでいえば，その目標にむかっていける能力をもつ人た

ちとなる。そしてその目標にむかっていける能力をもつ人たちとは，上記判

断基準により判定された人たちということだといえよう。
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　　　　　　　　　　　　　麟縦㌃議㌢ける榊障害゜’あるfxt：　t’の（山岡）

　野中の対象区分で捉えるならば，第2群の人たちがその対象と考えられる

が，実際にはその第2群の層の中でも限られた人たちである。先に引用した

「精神障害者の雇用に関する調査研究会最終報告　精神障害者雇用のための

条件整備の在り方について」における基本的な考え方においても，「障害程

度や疾患分類上非常に幅広い範囲の精神障害者を視野に置きつつも，まずは

通院中の者で就業意欲があり，一定の作業能力がある者であって精神障害者

であることを事業主に告知して就業する者に対して雇用援助策を展開してい

く」20）という立場を示しており，雇用対策の対象を限定している。

　それから10年以上経過しているが，野中が対象区分している第2群の人

たちへの対応ができていないのではないだろうか。それは「授産施設や共同

作業所に通っている『就労まで二～三歩手前にいる』人たちに適用できる施

策が不十分であるという行政側の問題が指摘できる」21）との見解にもあるよ

うに，現段階においてもその域から広がっていないのである。これは先に述

べた筆者の問題意識とも重なる．

　（2）　精神障害の特性と職業準備性

　精神障害のある人たちの職業への移行期における職業的課題から見るその

障害特性については，さまざまに論じられている。

　そのことについては，「精神障害者の職業的課題は多面的なもの」であり，

「そのほとんどすべてが，およそどのような労働者にもあてはまる普遍的な

ものである。精神障害者にだけ特有のものはほとんどない。精神障害者の職

業的課題の本質は，一部分に限定されず広い範囲に及んでいる場合が多いこ

とと，課題のr程度』が問題であることにあるといえる。このことは，精神

障害者の職業問題の基本的特徴と言えよう。」22）との見解がある。

　また，付け加えるならばその障害は，固定されたものではなく，環境に

よって影響を受けやすく，変化しやすいということがあげられる。

　先ほどの職業センターへのヒアリング調査でも，精神障害のある人たちに
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ついては，他の障害のある人たちと異なり，人の状態の変化がありうると

いうことで予測が立てにくく，状況を想定してレールを敷いても何度も軌道

修正をしたり，頻繁に支えたりしていないといけない」との意見が出されて

いるこ3）c

　ではその障害特性について，精神障害のある人たちへのジョブコーチ支援

における支援内容から見てみたい。

　ジョブコーチとは，わが国においては，職場で障害のある人たちの支援を

行う専門職を総称するものとして捉えられている。

　2002（平成14）年以降に職業センターの「職場適応援助者（ジョブコーチ）

による支援事業」を利用した精神障害のある人たちを対象に行った調査24）

において，本人への支援では，「職務遂行」，「基本的労働習慣」，「不安，緊

張感，ストレスの軽減」，「人間関係・職場内コミュニケーション」に関する

支援を中心に実施されていた。

　また支援期間すべてを通じて，「不安，緊張，ストレスの軽減」と「基本

的労働習慣」についての支援が，「職務遂行」についての支援より上回って

実施されていることが顕著な特徴であったと報告されている。

　さらに，精神障害のある人たちの職業をめぐる本人の定着条件は，「スト

レス耐性・満足度」であると示されている三5㌧

　これらのことから，職業準備性を階層の下から上にむけて向上・獲得して

いくという考え方，つまり職業準備性を就職するためのハードルとして考え

ていくという捉え方は見直していくべきではないだろうか。それは，ストレ

ス耐性や満足度といった定着条件は事前の予測が困難であること，また，同

じ職種であっても所属する職場環境によって大きく影響されることなどがそ

の理由としてあげられる。

　菊本と本間は，職場定着から考える就労援助論の立場から職業リハビリ

テーションの概念を再検討しているユ6）。すなわち従来の職業リハビリテー

ションの構造は，下から上へ段階的にステップアップしていく段階論であっ
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たが，しかし精神障害のある人たちの職場定着が上手くいかない理由の第1

は，病状不安定であるとし，「職場定着には常に健康管理の，社会生活準備

性の危機状況を生み出しており，その意味で社会生活準備性は常に何らかの

強化や援助が必要である。」そして，従来の準備性で示されている「階層構

造ではなく，リノ・ビリの全過程においても職場においても並列的に必要とな

る3要素と考えることが妥当」であると述べている。

　これを「時間軸の向きを変えることによる発見」として，「費用と時間ば

かり要して実りが少なく，そのため，支援の担い手にとっても障害者自身に

とっても，徒労感を強いる現在の精神障害者の就労援助を改善する重要な鍵

となると考える。」という。（図2参照）

一一一一一一 時一一一間一一軸・一一→

仕事を続けていくこと

　　　　　　　　　⇒

従来の準備性　時間軸

職業生活

職場定着や継続性
は後回しにされて
きたが，我々は，

最初から定着可能
な条件は何かから
出発する社会生活

図2時間軸の向きを変えることによる発見

　　　出所）　前掲論文・注26）　p．162

　この考え方は，援助つき雇用の基本理念と通じるものがあると考えられ

る。現在，ジョブコーチによる支援が一定の広がりを見せつつある状況にあ

るが，本来ジョブコーチによる就労支援は，援助付き雇用の理念から生まれ

たものである。
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第3章　援助付き雇用における

　　　　　職業準備性について

第1節　援助付き雇用とジョブコーチ

　米国における援助付き雇用は，1986年の「リ・・ビリテーション法」の改

正によって制度化され，米国内に広がっていったことは周知のとおりであ

る。わが国においても筆者の知る限りにおいてであるが，1988（昭和63）年

には紹介されているニニ｝。

　小川は，援助付き雇用の基本理念を「援助付き雇用の4要素」として以下

のようにまとめているユ8）。

　（1）　重度障害のある人が対象

　　　対象はこれまで就職が困難であった，あるいは就職しても安定継続

　　が困難であった重度障害のある人。

　（2）　競争的な仕事（COmpetitivc　W・rk）

　　　仕事はフルタイムか，パートタイムであっても週20時間以上の仕事

　　で，最低賃金が保障されなければならない。

　（3）統合された職場環境（IIltegrated　Work　Settillgs）

　　　職場は障害のある人と障害のない一般従業員が日常的に接すること

　　ができる社会的に統合された環境でなければならない。

　（4）　継続的支援（On－going　Support　Ser．ices）

　　　就職後の雇用期間中，職場における少なくとも月2回の継続的・定

　　期的な支援サービスが提供されなければならない。

　そして，ジョブコーチとはこれらの要素をふまえて支援するために生まれ

たものである。その後の米国における援助付き雇用の進展について，いくつ
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か紹介されている29）。

　石渡によると，精神障害のある人たちの利用が2割前後であり，知的障害

のある人たちが6割から7割を占めている。知的障害のある人たちの障害程

度割合における重度・再重度の人は1割前後に過ぎず，重度の知的障害のあ

る人たちの雇用はなかなか進んでいないことがうかがえるというものであ

る。またジョブコーチの役割への疑問としては，障害者がジョブコーチに頼

りきってしまい，自分で判断したり，同僚との適切な人間関係が築けないこ

とになってしまうことが指摘されている。このことから注目されているの

が，「改めて同僚などによる支援を活用しようとする『ナチュラノレサポート

（natural　suPp・rts）』」である30）。

　この「ナチュラルサポート」という方法は，米国でも目新しい実践ではな

く，「この概念が誕生する前から，職場の障害者のニーズに応えて，さまざ

まな援助が多くの人々によって提供されていた」ものであり，「これはわが

国の場合も同様で，ナチュラルサポートに近い方法はすでに各地で行われて

いる。」3Dと石渡は報告している。

　そして今求められているのは，「実践を積み重ね，その体験を共有化し，

考え方を整理して，理論化し，システム化にまでつなげる努力」であるので

はないかと述べている。

　「ナチュラルサポート」に関してはこれ以上ふれていくことはできないが，

小川の以下の指摘をわが国への示唆として紹介する「’2）。

　それは，「今後わが国において，ジョブコーチによる就労援助が効果的に

展開していくためには，日本の実情にあったナチュラルサポートの概念整理

と，それを活用する方法論の整理が必要と思われる」というものである。

第2節　援助付き雇用と職業準備性

小川は，従来の職業リ・・ビリテーションの方法を，就職前に職業準備性を
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高めることを重視する方法を「レディネスモデルの職業リハビリテーショ

ン」（以下，レディネスモデノレという）と呼び，「援助付き雇用モデル」と対比し

てその問題点と考え方を検討している33）。

　それは障害の種類や程度によっては，職業準備性を徐々に高めていくこと

が適切な場合もあること，そして「レディネスモデル」か「援助付き雇用モ

デル」かといった二者択一の発想に陥らないということを前提にしつつ，以

下のような捉え方を示している。

　（1）「できないことに着目」から「できることへの着目」へ

　　　職業準備性の不足に着目し，それを向上させる方法は，いつまで

　　たってもレディネスの壁を越えることができない。「できること」に目

　　を向けて，それを積極的に生かす視点が重要である。

　（2）「訓練してから就職」から「就職してから訓練」へ

　　　まず障害のある人に適した職場を見つけることにサービスの重点を

　　置き，就職後に，ジョブコーチが一定期間職場に付き添いながら訓

　　練・支援を行う。

　（3）　「応用と一般化が前提の訓練」から「職場での具体的・直接的訓練

　　へ」

　　　訓練で身につけた特定の職業的技能や社会的技能を，実際の職場で

　　「応用」や「一般化」することが困難な人たちにとっては，職場で，実

　　際に必要とされる内容で，具体的に訓練を行うことが合理的な考え方

　　である。

　そして，従来の職業リノ・ビリテーションからの発想の転換と，「レディネ

スモデル」と「援助付き雇用」の双方のサービスの質を高めることへの努力

を指摘している。

　また，援助付き雇用の1つであるIndividual　Placement　and　Support（個別

職業紹介とサポートモデノレ）（以下，IPSという，）は，米国で1990年代初めに開発

された34）。
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　わが国では，精神障害のある人たちに対する新しい就労支援のアプローチ

として，国立精神・神経センター国府台地区において，重い精神障害を抱え

た人の頻回入院を防ぎ，地域で質の高い生活を送るのをサポートするため

に，2003（平成15）年度5月より日本初の包括型地域生活支援プログラムで

あるAssertive　Community　Treatment－Japan（以下，　ACT－｝という．）が実践さ

れている3S）。

　IPSは経験的に導かれた8つの原則に依拠しているが36），その中心となる

原則として，次の6点が示されている「’7）。

　「Sノーマライゼーションの観点から地域で精神疾患を持たない人と一

　緒に働く一般就労を目標とする。2クライエントの選択・好みを重視す

　る。③職業前訓練や評価に時間をかけず，迅速に求職活動を進める。

　③職についてから職場で必要な訓練，職業的なアセスメントを行う。

　．⑤リノ・ビリテーションと精神保健サービスを統合した多職種の援助チー

　ムが医療・福祉・労働のサービスを直接提供する。⑥個別のニーズに合

　わせた支援を，継続的に期限を定めず行う。」

　そこでの考え方では，どんな経験でも失敗と捉えない。例えば，就労が一

日しかもたなくても，そのことを重要な経験として捉え，支援を継続してい

く。職業前訓練についても面接の受け方，履歴書の書き方程度は行うが，訓

練は行わないと報告されている38）。

　この事業の詳細については検討できないが，ここに示されている原則およ

び小川の見解から職業準備性は次のように捉えることができる。

　障害による能力の低下などマイナス面に焦点をあてるのでなく，「できる

こと」つまりブラス面に着目する。就労にむけての時間的な展望のある支援

の視点が保持されること（つまり就労にむけての準備期間が長期にわたることがない

支援をおしすすめること），および本人の仕事に就きたいという希望が第1の条

件とされること，これらのことによって就労への意欲の低下や自信の喪失を

防ぐことができるのだと考える。
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　そのためには，福祉機関と労働機関をはじめとする就労支援にかかわる機

関における支援の継続性と連続性という大きな課題を切りひらく具体的な方

向性を検討していく必要があるのではないだろうか。

おわりに

　本論文は，職業準備性にかかわる先行研究を中心に，筆者の問題意識をも

とにその内容について考察を行った。

　精神障害のある人たちにむけた雇用支援策は，遅ればせながらも近年充実

してきているといってもいいだろう。しかしそれらの取り組みは始まって間

もないものが多く，その効果や実績については今後の推移を見ていくことで

明らかにされていくであろう。

　職業準備性との関係でいえば，職業センターで2003（平成15）年から順次

導入され，2005年度10月より全国の職業センターで実施されている「職業

準備支援事業（自立支援コース）」がある。これは，各種体験を通じた就労準

備支援といえるものである。具体的には，作業支援，職業準備講座のほか，

段階的に基本的な労働習慣の体得，対人技能等の習得のための支援を行う。

そしてこの支援事業を修了した後，職場適応援助者（ジョブコーチ）事業へ段

階的移行をしていくことが有効であるとの報告がある39）。わが国では，こ

のような段階的支援の方法と職場で訓練をするという方法の2段構えの方法

が馴染みやすいのであろうか。

　しかしここでどうしても指摘したいのは，まず第1に，職業センターは都

道府県に1ヵ所しかなく，そこへ通えないことには話にならないということ

である，交通の利便性が悪い地域では，極めて限られた人でしか対象となら

ない。第2に，対象者要件が，「自立支援コースの利用が適当であると判断

された」40｝，またもや判定によって選考された人たちであるということであ

る。
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　援助付き雇用が，職業的に重度の障害のある人たちを対象とするという基

本理念を掲げるならば，それを実現していく方法論を確立していくことに

も，もっと力を注いでいくべきではないだろうか。職業準備性の不足を医

療・福祉機関で補うことが有効であるならば，そのために必要な資金と知

識・技術はどのようにしていくべきであろうか。このことを抜きにして，支

援の継続性と連続性は実現できないであろう、

　また，「就労場面における精神障害の特性および適切な対応のあり方につ

いての専門家，関係者からのヒアリング」4Dにおいて，就労支援を実施して

いる精神障害者地域生活支援センターからの意見を抜粋しておきたい。

　それは，就労支援を行うためには，「就労支援の理論をソーシャルワーク

（生活モデル）におくこと」，精神障害のある人たちへの職業リハビリテーショ

ンの特徴としては，「職業人としての等身大の自分を認識し，受け入れても

らうことに労力を使うこと，失われた自信と誇りの回復を進めること，支援

担当者と本人は対等な関係を持ち，自己決定を尊重しながら双方が共同作業

として就労支援を進めていくことが大切であること」などが述べられてい

る。

　研究の今後の課題としては，支援の実際の具体例にもとついて，実証的に

研究をすすめること，その際の視点としては，社会福祉学の立場から職業リ

ハビリテーションにおける概念，職業準備性および就労支援の方法について

検討していくことだと考えている。
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